
1/3 

 平成 27 年 8 月 28 日 
各 位 

会社名 株 式 会 社 メ デ ィ ネ ッ ト 
代表者名 代表取締役会長兼社長 木村 佳司 

 （コード番号：2370 東証マザーズ） 
問合せ先 取 締 役 管 理 本 部 長 宮本  宗 
 （ T E L  0 4 5 - 4 7 8 - 0 0 4 1 ） 

 

「内部統制システム構築の基本方針」の一部改定に関するお知らせ 
 

株式会社メディネット（以下、「当社」）は、平成 27 年 5 月 1 日に「会社法の一部を改正する法律」

(平成 26 年法律第 90 号)」および「会社法施行規則等の一部を改正する省令(平成 27 年法務省令

第 6 号)」が施行されたことを踏まえ、「内部統制システム構築の基本方針」を改定することを平成 27

年 8 月 28 日開催の取締役会において決議いたしましたので、下記の通り改定後の内容をお知らせ

いたします。 
記 

 
内部統制システム構築の基本方針 

 

１．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制 

① 当社及び当社子会社の取締役は、自らの職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するため、企業行動憲章及び行動規範並びにコンプライアンス管理規程等に基づ

き、またはこれらに準拠し、それぞれ法令、定款及び社会規範等を遵守した行動に努め

る。 

② 当社の取締役会は、法令、定款、取締役会規程等に従い、重要な非通例の取引、重要

な会計上の見積り、当社と取締役との取引、当社子会社との取引等のほか経営に関する

重要事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督する。 

③ 当社の取締役は、3 ヶ月に１度以上自己の職務の執行の状況を取締役会に報告するも

のとし、重大な不正事案等が発生した場合にはただちに取締役会に報告する。 

④ 当社及び当社子会社の取締役は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢

力及びその団体とは関係を持たず、毅然とした態度を保ち、不当・不法な要求には一切

応じないことを基本方針とし、当社行動規範にも明記し、全社員にも周知徹底する。 

 

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

① 当社の取締役は、その職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む）を、関連資料

とともに文書管理規程その他の社内規程に基づき、適切に保存し、管理する。 

・株主総会議事録 

・取締役会議事録 

・その他の重要な会議の議事録 

・取締役を決定者とする稟議書と附属書類 

・その他取締役の職務の執行に関する重要な文書 

② 当社の取締役は、文書管理規程に基づき、前項に掲げる文書以外の文書についてもそ

の重要度に応じて保管年限･保管形式・保管責任者等を明確にし、適切な管理に努め

る。 

③ 機密情報の秘匿については、情報セキュリティに関する社内周知の徹底を図るとともに、

データ等の情報資産への脅威が発生しないよう、情報システム管理規程等に基づき適切

な保護対策を講じる。 
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３．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① 当社の取締役会の下にコンプライアンス･リスク管理委員会を設置し、リスク管理規程に定

めたリスク管理基本方針に基づき、当社及び当社子会社の事業の運営を阻害する要因

に対処すべく、当社及び当社子会社全体のリスクを総括的に管理するリスク管理体制の

運用に努める。 

② コンプライアンス・リスク管理委員会は、リスクへの対処方針及びリスク管理実施計画を当

社の取締役会へ提案する。リスク管理事務局は、当社及び当社子会社の各部署が保有

するリスク管理状況を把握し、新たなリスクや影響が大きくなったリスクへの対応の遅れや

漏れがないよう、マニュアル等の整備指導や部門間の調整を図る。 

③ 大規模な事故、災害、不祥事等の経営危機が発生した場合には、リスク管理規程等に基

づき緊急対策本部を設置し、情報開示を含む迅速な対応を行うとともに、損害の拡大防

止及び再発防止に努める。 

 

４．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会を月１

回定時に開催するほか適宜臨時に開催し、取締役会規程に定められた経営に関する

付議事項について、意思決定を行う。当社子会社の取締役は、その業種、規模等に応

じて適正な業務執行を行う。 

② 当社の業務執行の重要事項については、当社の業務執行役員等で構成する経営執行

会議を定期的に開催し報告・協議を行うとともに、職務権限規程や稟議規程等を遵守し、

適正で効率的な業務執行に努める。 

③ 当社は中期計画及び年度予算を策定し、その進捗状況を定期的に検証し、必要に応じ

た目標の修正や対策を講じることにより、効率的な業務の執行を図る。 

 

５．当社及び当社子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制 

① 当社及び当社子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るため、企業行動憲章、行動規範及びコンプライアンス管理規程等の遵守に向けた取組

みに努める。当社の取締役会の下に、コンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、コン

プライアンス研修計画の策定及び実施、コンプライアンス違反行為及びそのおそれの監

視、報告等を行わせる。 

② コンプライアンス違反行為や疑義のある行為等を通報できるコンプライアンス・ホットライン

の設置及び運営を行い、違反行為の早期発見及び是正を図る。調査や是正措置を行う

にあたっては通報者の匿名性を保障し、通報者に不利益がないことを確保する。また、コ

ンプライアンス・ホットラインの利用について、当社及び当社子会社の全社員に対して通

報手続き等を掲示し、周知徹底を図る。 

③ 当社における業務執行部門から独立した内部監査部門の設置により、各部門の業務プ

ロセス等を監査し、不正の発見・防止と内部統制の整備状況の評価及び改善提案を行

う。 

 

６．当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制  

① 当社子会社については、当社の所管部門が業績進捗等の管理を行い、当社グループ企

業全体の経営効率の向上を図る。 

② 当社子会社の内部統制の実効性を高めるため、当社の所管部門が必要に応じて指導及

び支援を行う。 

③ 当社子会社は、一定基準の重要事項については、当社子会社において機関決定する前

に、当社に報告を行い、承認を得る。また、当社子会社は、承認を必要としない重要事項

等についても、適宜、必要に応じて当社に報告を行う。 
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７．財務報告の適正性を確保するための体制 

① 各業務において行われる取引の発生から、各業務の会計システムを通じて財務諸表が

作成されるプロセスの中で、虚偽記載や誤りを生じる要点をチェックして、業務プロセスの

中に不正や誤りが生じないような内部牽制システムその他のシステムの整備を進め、内部

統制の整備・運用状況を評価する。 

② 適時開示を果たすため当社に「IR 委員会」を設置し、重要情報基準や開示判断基準に

基づいた開示資料の検討を行い、開示の正確性、適時性及び網羅性を確保する。 

 

８．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項、当該使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指

示の実行性の確保に関する事項  

① 当社の監査役の求めに応じて、監査役を補助すべき必要な人員を配置する。 

② 当社の監査役より職務の命令を受けた当該使用人は、その職務について、当社の取締

役の指揮命令を受けない。 

③ 当該使用人は、当社の監査役の指示に従い、当社の監査役の監査に必要な調査の権

限を持って業務を行う。 

 

９．当社及び当社子会社の取締役及び使用人等が当社の監査役に報告するための体制その他の

監査役への報告に関する体制並びに報告をした者が報告をしたことを理由として不利な取扱い

を受けないことを確保するための体制 

① 当社の監査役は、当社の取締役会及び社内の重要な会議に出席するほか、各部門の   

責任者との面談等を通じて当社の取締役の職務執行の状況を把握するとともに、当社の

監査役会は代表取締役と定期的に意見交換会を実施する。 

② 当社及び当社子会社の取締役及び使用人等は、当社の監査役に対して、当社及び当

社子会社で法令に違反する事実、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見

したときには、当該事実に関する事項を速やかに報告する。 

③ 当社の取締役及び使用人等は、当社の監査役からの業務執行に関する事項の報告を

求められた場合には、速やかに報告する。 

④ 当社の監査役に報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として、いかなる不利

益な取扱いもしてはならない。 

 

１０．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の当該

職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

     当社の監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払等の請求をしたときは、当該監

査役の職務の執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、速やかに当該費用また

は債務を処理する。 

 

１１．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制  

① 当社の監査役には、法令に従い半数以上の社外監査役を登用することで独立性を高め、

公正かつ透明性を担保する。 

② 当社の監査役は、内部監査の年次計画の事前説明及び内部監査の実施状況について

適宜報告を受け、指摘・提言事項について意見交換をする等、密接な情報交換及び連

携を図る。 

③ 当社の監査役及び内部監査部門は、会計監査人の監査計画及び監査結果の報告を受

ける等、相互の連携かつ牽制を図る。 

                                     

以上 


